[bookmark: _GoBack]増毛町産業活性化支援事業補助金交付要綱

（目的）
第１条　地域経済の活性化と雇用の拡大に寄与することを目的に、中小企業者等の育成に際し必要な支援措置をとるため、中小企業者等に対して補助金を交付するものとし、その交付に関しては、増毛町補助金交付規則（平成23年増毛町規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。
（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ各号の定めるところによる。
(1)　起業　新たに事業を起こすことをいう。
　(2)　事業　農林水産業及び商工業
(3)　中小企業者等　町内で事業を営む個人・法人・団体・サークル等
　(4)　町税等　町税等の滞納者に対する特別措置に関する条例第２条第２号に定めるもの
（補助金の交付対象等）
第３条　補助金の交付対象となる経費、対象者及び額は、別表に定めるところによる。
（補助金の交付申請）
第４条　補助金の交付を受けようとするものは、規則第４条に定める補助金交付申請書に次の関係書類を添えて、町長に提出しなければならない。
(1)　事業計画書（様式第1号）
(2)　収支予算書（様式第2号）
(3)　その他町長が必要と認める書類
（補助金の交付）
第５条　補助金は、事業完了後精算払いにより交付するものとする。
（実績報告）
第６条　補助事業者等は事業完了後、30日以内又は交付の決定のあった日の属する町の会計年度の翌年度の4月20日のいずれか早い日までに、規則第12条に定める補助事業等実績報告書に次の関係書類を添えて町長に提出しなければならない。
(1)　収支決算書（様式第3号）
(2)　その他町長が必要と認める書類
（帳簿等の保存年限）
第７条　規則第18条に規定する帳簿は、事業完了の日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（庶務）
第８条　この補助金の庶務は、農林水産業は農林水産課で、商工業は商工観光課において処理する。
（補則）
第９条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。


附　則
この要綱は、公布の日から施行する。

別表（第2条関係）
	名　　称
	補助対象経費
	対象者
	補助金の額

	起業化支援事業
	・起業に要する経費
・設備整備のための経費
	・町内で新たに事業を開始しようとする町税等の滞納がない中小企業者等
・町内で起業して1年未満の町税等の滞納がない中小企業者等
	・対象経費から他の補助金等を除いた額の1/2以内
（限度額100万円）
・1起業者1回限り

	ものづくり支援事業
	・新商品開発、販路開拓、新分野進出等に要する経費
	・町内で既に事業を営む町税等の滞納がない中小企業者等
	・対象経費から他の補助金等を除いた額の1/2以内
（限度額100万円）
・補助決定事業者は3年間補助申請できない。




別記様式第1号(第4条第1号関係)

事業計画書
（起業化支援事業）

1　新設しようとする事業の名称及び所在地
(1)名　称
(2)所在地

2　事業種目

3　投資額（書ききれない場合は別紙に記載）
	種別(名称)
	数量
	金額
	備考

	土地
	m2
	円
	　

	家屋
	　
	m2
	円
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　

	償却資産
	　
	　
	円
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	小計
	　
	　
	　

	合計
	　
	円
	　


　注1)　「備考」の欄には、土地の取得(予定)年月日(自己所有地の場合は備考に自己所有地と記入し金額は不要)、家屋の構造及び建設着手予定年月日を記入すること。
　注2)　償却資産欄には、機械・器具等を記入すること。

4　雇用する従業員数
	区分
	男
	女
	合計
	備考

	事業開始時の従業員数
	　
	　
	　
	　



5　資金調達計画(金融機関別)
	資金調達先
	金額
	備考

	自己資金
(　　　　　)
(　　　　　)
(　　　　　)
	千円
	　

	合計
	　
	　



6　生産(販売)計画
	区分
	生産(販売)額
	主要製品名
	備考

	第1年次
	　
	　
	　

	第2年次
	　
	
	

	第3年次
	　
	
	



7　工事着手及び予定年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

8　事業開始予定年月日　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

添付書類
　(1)　定款及び登記簿謄本(登記している場合のみ)
　(2)　事業配置図
　(3)　その他参考となるもの

別記様式第1号(第4条第1号関係)

事業計画書
（ものづくり支援事業）

1　事業の名称及び所在地
(1)名　称
(2)所在地

2　事業種目

3　収支計画（直近2か月の収支）　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	平成　年　月期
	構成比(%)
	平成　年　月期
	構成比(%)
	備　考

	売　　上　　高　  ①
	
	100 %
	
	100 %
	

	売上原価②（③～⑤）
	
	
	
	
	

	
	原材料費③
	
	
	
	
	

	
	仕入商品費④
	
	
	
	
	

	
	外注加工費⑤
	
	
	
	
	

	総利益⑥（①－②）
	
	
	
	
	

	販売管理費⑦(⑧～⑭)
	
	
	
	
	

	
	人件費⑧
	
	
	
	
	

	
	専門家謝金⑨
	

	

	
	
	

	
	旅費交通費⑩
	
	
	
	
	

	
	事務庁費⑪
	
	
	
	
	

	
	広告宣伝費⑫
	
	
	
	
	

	
	その他の経費⑬
	
	
	
	
	

	
	減価償却費⑭
	
	
	
	
	

	営業利益⑮（⑥－⑦）
	
	
	
	
	

	営業外収支⑯
	
	
	
	
	

	経常利益⑰（⑮－⑯）
	
	
	
	
	



4　雇用する従業員数
	区分
	男
	女
	合計
	備考

	雇用する従業員数
	　
	　
	　
	　







5　資金調達計画(金融機関別)
	資金調達先
	金額
	備考

	自己資金
(　　　　　)
(　　　　　)
(　　　　　)
	千円
	　

	合計
	　
	　



6　事業の内容
（事業の内容や特徴、将来の事業展開等を記入してください。）
	














7　製品・サービスのコンセプト
（提供する製品・サービスにはどのような用途・機能・性能があり、顧客にとってどのような便益を
与えられるのか、また、他社に比べてどのような特徴があるのか等について記入してください。）
	


8　販売・提供方法
（どのような顧客に、どのようにして製品・サービスを提供するのか記入してください。）
	



添付書類
　(1)　定款及び登記簿謄本(登記している場合のみ)
　(2)　事業配置図
　(3)　その他参考となるもの

別記様式第2号(第4条第2号関係)

収支予算書
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　目
	金　　額
	内　　　訳

	
町補助金

補助金

自己資金

	
	

	計
	
	



支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　目
	金　　額
	内　　　訳

	
	
	

	計
	
	


※補助金に係る分のみ記載して下さい。

別記様式第3号(第6条第1号関係)

収支決算書
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　目
	金　　額
	内　　　訳

	
町補助金

補助金

自己資金

	
	

	計
	
	



支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	科　目
	金　　額
	内　　　訳

	
	
	

	計
	
	


※補助金に係る分のみ記載して下さい。また、領収書の写しを添付すること。

関係団体等の意見書

	補助事業者
	関係団体等
	意見者　職・氏名

	
	
	


【補助事業の概況】
	


【所見】
	《経営者の事業開始・販路開拓への熱意》




《事業の実効性（人材、設備、開発力等）》




《財務状況》




《経済団体の支援状況》







